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Ｑ　未成年後見人とは
Ａ　未成年者を保護するため，未成年者の財産を管理したり，身上の監護についての様々な行為をする人です。未成年後見人や親族等の利益を守るのではありません。未成年後見人は，誠実に後見事務を行い，家庭裁判所の指示に従わなければなりません。親族や利害関係人の考えに従うのではありません。家庭裁判所の指示に従わない場合，解任されることがあります。
また，未成年後見人選任の目的となった事（保険金受領，遺産分割，不動産処分等）が完了した後も，未成年者が成人するまで仕事を続けます。未成年後見人自らの判断で辞めることはできず，正当な事由（未成年後見人が高齢や病気になった等）がある場合に限り，家庭裁判所の許可を得て辞任できます。
Ｑ　未成年後見人には，どういう人がなるのですか。
Ａ　未成年者の身上の監護，財産管理を適正に行える人を家庭裁判所が選びます。申立人が希望する人が必ずしも選ばれるとは限りません。未成年者の親族を選ぶ場合もあれば，弁護士や司法書士などの専門職を選ぶ場合もあります。未成年者の財産が数千万円にのぼる場合や，保険金の受領など多額の入金が予定される場合には，専門職を選んだり，専門職の後見等監督人を選ぶことがあります。また，親族の未成年後見人のほかに専門職の未成年後見人を選んで，財産管理の全部又は一部を分掌（分担）させることがあります。事情によっては，社会福祉法人などの法人を選ぶ場合もあります。
このほか，信託銀行等との間で後見制度支援信託の契約を締結するために，専門職を選ぶ場合もあります。
Ｑ　後見制度支援信託・後見支援預金とは，どのようなものですか。
Ａ  後見制度支援信託は，未成年者の財産のうち，日常的な支払をするのに必要十分な金銭を預貯金等として未成年後見人が管理し，通常使用しない金銭を信託銀行等に信託する仕組みのことです。信託財産は元本が保証され，預金保険制度の保護対象にもなります。
　　財産を信託する信託銀行等や信託財産の額などについては，原則として弁護士，司法書士等の専門職後見人が未成年者に代わって決めた上，家庭裁判所の指示を受けて，信託銀行等との間で信託契約を締結します。後見制度支援信託を利用すると，信託財産を払い戻したり，信託契約を解約したりするのにはあらかじめ家庭裁判所が発行する指示書を必要とします。
　　また，後見支援預金とは，未成年の財産のうち，日常的な支払をするのに必要十分な金銭を預貯金等として未成年後見人が管理し，通常使用しない金銭は「後見支援預金」として家庭裁判所の発行する指示書に基づき別口座で管理する仕組みのことです。預け入れる場合も，出金する場合も家庭裁判所の指示書が必要となります。
　　「後見支援預金」は，最低預入の制限がなく，１円から利用可能な預金制度です。また，預金保険制度の保護対象になります。
　　後見支援預金契約を締結する場合には，家庭裁判所において弁護士，司法書士等の専門職未成年後見人が選任されることもあります。この場合，契約の締結先（銀行等）や預入額などについては，専門職未成年後見人が未成年者に代わって決めた上，家庭裁判所の指示を受けて，銀行等との間で契約を締結することになります。
Ｑ　申立ての取下げはできますか。
Ａ　一旦申立てをすると，未成年後見人選任審判がされる前であっても，家庭裁判所の許可を得なければ，申立てを取り下げることができませんので，注意してください。
　　なお，未成年後見人選任の審判がされた後は，申立てを取り下げることはできません。
Ｑ　未成年後見人に選任されたら，まず，何をしたらよいのですか。
Ａ　１か月以内に，財産目録，財産に関する資料，収支予定表を家庭裁判所に提出してください。
財産目録については，未成年者の資産（不動産，預貯金，保険金等），負債，収入（遺族年金等）がどのようなものがあるかを調査し，作成してください。
財産に関する資料は，不動産登記簿謄本，過去１年分の履歴と最新の残高が記帳された預金通帳のコピー，保険証書等のコピー等になります。
なお，これまで後見人以外の人が未成年者の財産を管理していた場合は，その人から速やかに預金通帳等を引き継いでください。
　収支予定表は，未成年者の財産を把握したうえで，収入や教育費や税金など決まった支出を計上し，年間の収支予定表を作成してください。
Ｑ　銀行から後見人であることの証明書を見せるよう言われました。
Ａ　審判後に未成年者の戸籍に後見人の氏名等が記載されます。必要に応じて後見人の記載がある戸籍謄本の交付を受けて，取引相手等に提示してください。
Ｑ　未成年後見人に選任されたら，どのようなことに気をつければよいですか。
　
Ａ　未成年後見人は，未成年者に代わって，未成年者の財産を管理したり，未成年者の財産が不当に無くならないようにつとめなければなりません。後見人が未成年者の親族や親である場合でも，後見人となった以上，未成年者の財産はあくまで「他人の財産」であるという意識を持ち，未成年者の財産と他人（後見人や親族等を含む。）の財産とを混同しないでください。未成年者の財産か他人の財産か明らかでない場合は，家庭裁判所に相談してください。
　　また，未成年者の財産を，自己のために費消したり，不当に減少させたりすると，刑事罰を受けたり，損害賠償を請求されることがあります。自分が責任のある立場だということを自覚して，誠実に職務を遂行してください。
Ｑ　未成年者や後見人が転居しました。何かする必要がありますか。
Ａ　未成年者や後見人の転居，氏名の変更等，住民票や戸籍の記載に変更が生じた場合は，新しい住民票写しや戸籍謄本を家庭裁判所に提出してください。
Ｑ　後見監督とは，どのようなことをするのですか。
Ａ　未成年後見人の仕事が適正になされているかどうかを確認するため，家庭裁判所が未成年後見人に対して，定期的に報告を求めたり，調査を行うことです。そのため，未成年後見人は，普段から未成年者の財産状況や生活状況をきちんと把握しておいてください。
　　また，後見監督の際には，未成年者等の収支に関する資料（例えば，預貯金通帳，請求書，領収書，金銭出納帳等）の提示が求められますので，日ごろから準備しておいてください。財産管理用のノートを作って，何かあれば記録しておくこともよいでしょう。
Ｑ　未成年者の財産はどのように管理したらよいのですか。
Ａ　未成年者の生活に必要な費用は，未成年者の財産の中から支出することになりますから，未成年者の財産に見合った支出を心掛けなければいけません。未成年者の収入・支出は，ある程度，見通しが立つでしょうから，予算をたて，計画的に支出するようにしてください。
　　定期的な収入・支出は一つの口座で入金や自動引落がされるようにしておくと便利です。
　　また，盗難・紛失のおそれがある現金での保管をせず，預貯金で管理してください。
Ｑ　未成年者名義の預金通帳の名義は，そのままにしておいてよいのですか。
Ａ　未成年者名義「○○○○」のままでもよいですし，例えば「未成年者○○○○後見人　△△△△」という名義にしても結構です。
　　ただし，未成年後見人の名義「△△△△」にして，未成年者のものなのか， 未成年後見人のものなのか分からないようにすることは，絶対にしてはいけません。
また，預貯金口座が多数あると，家庭裁判所から報告を求められた際に全ての通帳の写しを提出しなければならないなど煩雑になりますので，特に必要がない限り，小口の預貯金は口座をまとめて（ペイオフには留意してください。），煩雑な預け替えは避けてください。
Ｑ　未成年者の生活に必要な費用は，未成年者の財産の中から支出してもよいのですか。
Ａ　もちろんです。未成年者にかかる費用を，未成年後見人が自腹で支払う必要はありません。未成年者の財産・収入に照らして相当と認められる範囲で，未成年者の生活費，教育費，食費，被服費，医療費，未成年者の小遣い等，未成年者自身の生活に必要な費用については，未成年者の財産から支出できます。ただし，後見監督等で報告を求める場合がありますので，領収書を保管するとか，金銭出納帳を付けて，何に使ったのかが分かるようにしておいてください。
　　未成年者の財産から支出してよいか分からない場合は，電話で結構ですので事前に家庭裁判所に相談してください。
Ｑ　後見人の職務を遂行するために必要な経費を，未成年者の財産から支出してもよいのですか。
Ａ　後見人の職務を遂行するために必要な経費（未成年者との連絡や金融機関に行くための交通費，収支を記録するための文具費等）や未成年者が負っている債務の弁済金は，未成年者の財産から支出できます。ただし，これも未成年者の財産・収入に照らして相当と認められる範囲に限られ，例えば高額なタクシー代等は認められません。未成年者の財産から支出してよいか分からない場合は，電話で結構ですので事前に家庭裁判所に相談してください。
Ｑ　未成年者の財産を処分してもよいのですか。
Ａ　財産を処分することは望ましいことではないという認識を持ったうえで，その必要が生じた場合には，後見人の責任で，未成年者に損害を与えないように，処分の必要性，他の安全な方法の有無，未成年者の財産の額等を検討して，必要最小限で行う必要があり，処分するべきかどうか判断できない場合には家庭裁判所に事前に相談してください。万一，未成年者に損害を与えた場合には，損害賠償責任を負う場合があります。
Ｑ　この度，私は妹の未成年後見人に選任されました。亡父の遺産分割をする必要がありますが，　 私が妹の代わりに遺産分割協議書に署名押印することはできますか。　　　
Ａ　できません。できるとすると，妹（未成年者）の相続分を全部あなたのものにしてしまうことが，理論的に可能となり，妹（未成年者）にとって不利益になるからです。このように未成年者と未成年後見人の利益が相反する場合には，未成年者の代わりになる「特別代理人」を家庭裁判所で選任する手続が必要です。申立書の用紙は，各家庭裁判所の家事事件受付にあります。
また，きょうだいなど複数の未成年者について一人の未成年後見人が選任され未成年者同士が共同相続人である場合の遺産分割など，未成年後見人と未成年者との間で利害関係が生じる場合も，「特別代理人選任」の申立てをしなければいけません。

なお，遺産分割をする際，未成年者の利益を守るため，原則として法定相続分を確保してください。

Ｑ　後見人の報酬をもらうことはできますか。
Ａ　できます。ただし，後見人は，自らの判断で報酬を受けることはできず，家庭裁判所に「報酬付与の審判」の審判の申立てを行い，家庭裁判所が決定した額の報酬を未成年者の財産から受け取ることができます。報酬の前払はできませんので，例えば，毎年一定の時期，後見人を辞任するとき，後見終了時など，一定の職務を行った後に，請求してください。
Ｑ　未成年者の財産管理について，やってはいけないことはどのようなことですか。
Ａ　未成年者の利益にならないことや，未成年者の財産を危うくすることはしてはいけません。未成年後見人は，管理している未成年者の財産が，あくまでも他人の財産であることを十分自覚し，安全な管理に努めてください。以下のようなことはやっては絶対にいけません。
　　×　未成年者の財産を後見人自身のために使うこと
　　×　未成年者の財産を後見人自身が取得すること
×　未成年者の財産を他人（親族を含む。）のために使うこと
×　未成年者の財産を他人（親族を含む。）に貸すこと
×  未成年者の財産で投資（株購入，元本保証のない投資信託契約等）をすること
×　未成年者の財産を他人（親族を含む。）名義で預金すること
×　未成年者の財産を他者（親族を含む。）に贈与したり，寄付すること
　　×　未成年者の財産で後見人自身や他人（親族を含む。）の負債を返済すること
Ｑ　未成年後見人が不正な行為を行うと，どうなりますか。
Ａ　元の状態に戻していただきます。悪質な場合には，未成年後見人を解任されたり，また，損害賠償を請求されたり，業務上横領罪で刑事告発されることもあります（最高裁判所の判例もあります。）。責任のある立場だということを自覚してください。
Ｑ　私自身も高齢になりました。後見人を辞任することはできますか。
Ａ　後見人は，未成年者の保護のため，家庭裁判所から適任者と認められて選ばれたわけですから，後見人自らの判断で辞めることはできず，正当な事由（後見人が高齢や病気になった等）がある場合に限り，家庭裁判所の許可を得て，辞任することができます。辞任する場合，速やかに次の後見人を選ばなければならず，できる限り辞任の申立てと同時に後任の未成年後見人選任の審判の申立てをしてください。
Ｑ　未成年者が成人しました。どうしたらいいですか。
Ａ　後見人を①辞任したり，②解任されたり，③未成年者が成人したとき，未成年者が婚姻したとき又は養子縁組をしたときには，２か月以内に，管理していた財産の計算をし，家庭裁判所に報告しなければなりません。①，②の場合は，管理していた財産を新しい後見人に引き継ぎ，③の場合は未成年者本人に引き継がなければなりません。
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